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ABCC・放影研の歴史的役割 

―放射能安全神話と原発など核施設― 

 

その② ―ICHIBAN プロジェクトとは一体何だったか？   

原爆被爆者の被曝線量推計根拠のいい加減さ―  

 

報告者：哲野イサク  

2017 年９月１４日  

 最大の課題は被爆者の被曝線量推計  

 これから今回の話全体の最重要テーマである被爆者寿命調査（LSS）の科学的

信頼性の話に徐々に移っていくのであるが、その前に押さえておくべきことがあ

る。  

 

 それは何を根拠に広島・長崎の原爆被爆者の被曝線量を確定していったかとい

う問題である。原爆被害者は線量計を身につけていたのでも、フィルムバッジを

つけていたわけでもない。あくまで被曝線量は推定しなければならない。推定す

るにはその根拠がなければならない。  

 

 こうして、被曝線量推計体系がうまれた。英語の原語では「Dosimetry System」

（ドシメトリー・システム）と呼ばれ、略して『DS』と呼ばれている。  

 

 つまり、DS をもとに被爆者被曝線量が推計され、推計された被曝線量をもと

に被爆者の健康被害と被曝線量の関係が、疫学的（統計学的に）演繹されて出て

きた結果が LSS だという関係になっている。推計の上に推計を重ねて統計学的

処理を加えられたのが LSS だということもできる。  

 

 従って大もとになる DS がいかなる経過でできあがったのか、を私たちが知る

ことは、LSS の信頼性を評価する上で決定的に重要なことになる。  

 

 ネバダ核実験の結果をもとに T５７D 

 

 ABCC による寿命調査（以下 LSS）は、１９５０年１月時点で生存している

被害者を対象に１９５０年からはじまった。被曝線量と障害との関係を推定する

にはどうしても被害者個々の被曝線量を確定しなければならない。  
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 従って DS（線量推計体系）がどうしても必要となった。  

 

アメリカの大気中核実験は、１９４５年７月のトリニティ実験を除けば、まず

南太平洋で開始された。それからネバダ砂漠で開始された。理由は簡単である。

すべて南太平洋で実験をするのはコストがかかりすぎたからである。そしてこの

ことはアメリカの核推進勢力に新たな問題と課題を生む。  

 

 中川保雄は「放射線被曝の歴史」の中で次のように解説している。  

 

 『アメリカはまた、核兵器の開発を加速させ、核戦争へ

の実験的準備を進めるために、遠く離れたビキニよりも国

内のネバダで核実験を始める準備も開始し、１９５１年１

月７日にその最初の実験を行った。それは、核兵器開発に

かかる費用を削減することを意図したものであったが、国

内での核実験ということになれば、自国の国民が被曝する

のは避けがたいことであった。これら一連の計画に合わせ

てアメリカは、核戦争政策を国民に認めさせるために、核

戦争になっても微量な放射線被曝であれば何らの被害も

なく、核戦争に勝利することができると宣伝しはじめた。アメリカ原子力委

員会は、専門家のみならず大衆向けに、放射線の人体への影響に関する情報

を大量に流しはじめた。たとえば「原子力計画における放射線障害の管理」

などの冊子を広く配布して、核兵器や原子力開発の必要性とそれによる利益

をしきりに強調し、それらに伴う放射線障害は問題になるほどのものではな

い、と宣伝した。公衆に対して許容線量を設定することはそのような核戦争

勝利政策（および原子力開発政策）の展開を困難にすることが、火を見るよ

りも明らかであった。この時期アメリカ原子力委員会は、その導入（公衆に

対する被曝線量の設定）をなんとしても阻止しなければならないと考えたの

である。』（中川保雄『放射線被曝の歴史』p40－p41）  

 

 １９５０年の ICRP 勧告では、公衆への被曝線量の設定はなされなかった。

ICRP が公衆への被曝線量の設定を行ったのは、１９５８年の勧告からであった。

それも年間 0.5 レム（５ミリシーベルト）という今日の５倍にものぼる高いも

のであった。  

 

（福島原発事故後、日本の文部科学省は、緊急時と称して子どもや赤ん坊を含め

て公衆の被曝線量の上限を２０ミリシーベルトとしたが、そして現在も基本的に

そうしているが、これがいかに政治・経済的意図をもった犯罪的な設定であるか

がわかるであろう。クロスロード作戦の時のアメリカ政府やアメリカ原子力委員

会の対応と基本的にはなんら変わらない）  
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 こうしてネバダ砂漠による一連の核実験が

開始された。そこでは多くの兵士が働いた。兵

士にはフィルムバッジが支給され、個々の兵士

の被曝線量を限定的にではあるが知ることが

できた。  

（写真は wikipedia「Nevada Test Site」より 1951

年の写真。  

https://en.wikipedia.org/wiki/Nevada_Test_Site） 

 

 １９５７年には一連のネバダ砂漠の核実験の結

果に基づいて、最初の DS、『T５７D』が誕生した。『T』は Tentative の頭文

字、『D』は Dosimetry の頭文字、従って『T５７D』は「１９５７年の暫定被

曝線量推計体系」という意味になる。  

 

 しかし、T75D の結果を広島・長崎の被爆者の線量推計にそのまま使うこと

には最初から問題が多かった。被曝環境や気象条件などあまりに条件設定に違い

があるからである。  

 

 信頼性の高い DS が必要とされたのは当然のことである。  

 

「 ICHIBAN」プロジェクト  

 

 こうして行われたのがアメリカ原子力委員会（AEC）が実施した「 ICHIBAN

プロジェクト」だった。  

 

 当時 AEC 傘下のテネシー州オークリッジ研究所でこのプロジェクトにかかわ

った、研究所の保健物理部長だったカール・ジーグラー・モーガンは次のように

語っている。  

（写真引用  http://www.rikart.de/bmb/html/005.html）  

 

 『われわれオークリッジの研究員がネバダで関わった

最大の核実験は「 ICHIBAN」（いちばん）プロジェクト

と呼ばれるものだ。一連のこの実験で被曝線量を測定し、

広島、長崎の被爆者がどれだけ放射能（原文ママ）を浴び

たかを推定する研究に取り組んだ。日本語の「 ICHIBAN」

と名付けたのは「この研究がもっとも重要な研究」との

思いからだ。』  
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「広島、長崎の被爆者調査を続けている放射線影響研究所（RERF）、当時の

原爆傷害調査委員会（ABCC）では、原爆投下から十年が過ぎて被爆者の健康調

査が相当進んでいた。がんなど放射線の後障害（これは、放射線の確率的影響のこ

と。晩発障害という言い方をされることもある。要するに電離放射線の長期にわたる影響

の結果、長い時間をかけて現れる健康障害。後障害といういいかたには幾分欺瞞的響きが

ある）と思える病気なども現れていたが、放射線とさまざまな病気との因果関係

を知るには、どうしても被爆者一人一人の被曝線量を知る必要があった。それを

つかむことで、放射線が人体にどのような影響を与えるかをできるだけ正確に知

ることが狙いだった。」とも語っている。  

 

 時は１９５６年頃である。原爆傷害調査委員会（ABCC）は当時、１９５０年

以降生存していた広島・長崎の原爆被爆者の健康調査に着手していた。そして被

曝生存者の健康状態と放射線被曝との因果関係を調べて、放射線被曝のリスクモ

デルの基礎データにしようとしていた。しかしそのためには、被爆者一人一人が

どの程度の放射線を「浴びた」かを推定しなければならない。被曝線量が明確に

ならない限り、被曝とその健康影響の関係は明らかにならない。その推定の根拠

となるデータ収集のための実験が「 ICHIBAN」プロジェクトだというわけだ。  

 

「 Ichiban 研究」は、当時アメリカ原子力委員会が行っていた「民間影響実験作

戦」（Civil Effects Test Operation=CEX）の中の「ブレン作戦」（Operation 

Bren）の一部分を指す用語だった。最終報告書は１９６４年に出ている。  

 

（CEX-64.3 Ichiban：The Dosimetry 

Program for Nuclear Survivors of Hiroshima 

and Nagasaki 

http://digital.library.unt.edu/ark:/67531/me

tadc13058/)（北テキサス大学にアーカイブがあ

り、読める。）  

 

日本では何か秘密計画のような扱いをうけて

いるが（たとえば NHK 制作のドキュメンタリ

ー番組）、研究の結果自体は秘密でも何でもな

く当時この報告、「CEX-64.3 Ichiban」は商

務省から１冊５０セントで販売されていた。  

 

 この報告書の表題が示しているように、研究

の目的は「広島と長崎の核（原爆）生存者のた

めの線量評価プログラム」作成だった。  
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BREN（ブレン）作戦  

 

１９６２年１月にアメリカ原子力委員会（以下 AEC）から発行された

「CEX-62.01 技術的概念－ブレン作戦」（Technical Concept―Operation 

Bren）という文書を見てみると、この作戦は１９５６年に開始された広島・長

崎の被爆生存者が受けた個人の被曝線量を評価するプロジェクトの継続プロジ

ェクトで次の６つのプログラムから成り立っていた。  

 

プログラム 1：混合放射線のスペクトル（線種による分布パターン）、配分お

よび減衰スペクトルと言っても興味の中心はガンマ線と中性

子線で、日本における様々な建物－伝統的な日本家屋を含めて

－がどの程度放射線遮蔽効果があったかなどの遮蔽効果を決

定し、被曝線量の計算基礎を提出するプログラム。   

プログラム 2：ガンマ線計測、配分とスペクトル   

プログラム 3：放射線遮蔽の評価   

プログラム 4：中性子線分野およびスペクトルと（土への）深度線量研究   

プログラム 5：中性子線分野と誘導放射能測定   

プログラム 6：電子部品に対する放射線影響  

このプログラムはミサイルなどに装着されている電子部品に

対する  放射線（特にその電磁パルス）の影響を調べるもので、

GE がこのプログラムを請け負っている。  

 

この目的のため、高さ１５２７フィート（１フィート＝0.305m として約

466m）の鉄塔を建てて、その鉄塔に実験用の容器にはいっていないむき出しの

高速炉をつり下げた。そして同位体コバルト 60 約 1200 キュリー（１キュリ

ーは 3.7X1010 ベクレル）分を燃料として核分裂させた。そして地上や空中、

あるいは建物の中、地表、地中で放出放射線を計測したのである。なお、現在ネ

バダ核実験場を管理するアメリカ・エネルギー省、国家核安全保障局の「ネバダ

国家安全保障施設の歴史」というサイトを見るとこの鉄塔は「ブレン・タワー」

（BREN Tower）と呼ばれている。（BREN は Bare Reactor Effects, Nevada

の頭文字。“ネバダの裸の原子炉の影響”とでもいった意味か）  
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ジョン・オークシャー  

 

 なお、前出文書「CEX-62.01 技術的概念－ブ

レン作戦」の第８章「組織構成と責任分担」とい

うチャートを見てみると、アメリカ原子力委員会

（AEC）をトップにして「ブレン作戦」が直下に

置かれ、その全体技術責任者は、ジョン・A・オ

ークシャー（JOHN A. AUXIER）となっている。  

 

 オークシャーは１９６２年から７２年までオ

ークリッジ国立研究所の「線量評価部門」の上級

主任になっている。なお、この時カール・モーガ

ンは保健物理部門のディレクターだったはずだ

が、彼の名前はどこにも出てこない。またなおモ

ーガンは７２年にオークリッジを退職するのだ

が、その後釜として保健物理部門のディレクターに

就任するのがこのオークシャーである。  

 

 この実験全体の計画を見てわかるように、アメリカ原子力委員会やオークリッ

ジ国立研究所は、広島と長崎の原爆被爆者の被曝線量推計にあたって、ガンマ線
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や中性子線にしか興味がなく、内部被曝では決定的なファクターになるベータ線

やアルファ線には全く興味がなかった。つまり内部被曝による健康損傷などは眼

中になかったのである。  

 

２０１１年晩秋の「オークリッジレポート事件」  

 

これに関して興味深い事実がある。この１

９７２年１２月にオークリッジ国立研究所

は、アメリカ原子力委員会に「放射線降雨（い

わゆる「黒い雨」）に被曝した原爆生存者の

考察と類似母集団との比較」（“An 

Examination of A-Bomb Survivors 

Exposed to Fallout Rain and a 

Comparison to a Similar Control 

Population”）という研究論文を完成させ提

出している。この論文は以前からインターネ

ット上に掲載されていたが、誰も気がつかな

かった。それを日本で最初に指摘したのは、

長崎県保険医協会副会長（当時）の本田孝也

氏である。２０１１年１１月のことである。  

 

これが「オークリッジレポート事件」だ。  

 

 この論文は、アメリカ原子力委員会がその傘下のオークリッジ国立研究所に研

究を委託して、オークリッジが提出したものだ。オークリッジ研究所内部でこの

研究を担当したのはもちろんモーガンがヘッドを務める「保健物理部門」だ。面

白いのは直接執筆者としてこの研究を担当したのが当時 ABCC からオークリッ

ジに出向中（on loan）だった山田広明氏である。２０１１年１２月５日付けの

中国新聞によれば、山田氏は当時 ABCC 広島の調査課長だったという。山田氏

の身分や位置づけはどうあれ、オークリッジ研究所がアメリカ原子力委員会から

の委託要請に応えて研究報告したこの論文の筆頭執筆者になったことが重要で

ある。ちなみにこの時山田とチームを組んだのは、やはりオークリッジの研究者

だった T. D. ジョーンズ（T. D. Jones）である。  

 

 今になって読んでみるとこの論文の問題意識は極めて興味深い。この論文は、

そのアブストラクトで、次のように述べている。  

 

 『１９４７年頃以来、広島・長崎の原爆生存者であって放射性降雨（い

わゆる黒い雨）に遭遇しかつその人体組織の上皮凸面部に全くベータ線熱
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傷を見せなかったものは、恐らくは、放射性降下物（すなわち黒い雨など）

から有意なレベルの放射線被曝を受けなかった、と考えられてきた。しか

しながら、原爆傷害調査委員会（ABCC）の生存者プログラムで収集され

た証拠は、それと逆のこと（ the contrary）を示唆する傾向がある。  

この論文（This paper）は、すでに入手可能な情報を検証しかつ軽い被

曝の集団に関して（すなわちこれまで軽度の被曝とみなされてきた集団に

対して）、これまでに反して放射性降雨の影響をさらに詳細に分析するこ

とを促進すべきなのか、はたまたそうするには及ばないのかの結論を確立

することを企図した一つの試みである。』  

 

 すなわち、中線量・低線量ベータ線による放射線損傷を、マンハッタン計画の

医学分野で最高責任者だったスタフォード・ウォレンが頭から否定していたよう

に、アメリカ原子力委員会やその指示で動いていた ABCC は、広島・長崎の放

射線損傷は「ガンマ線・中性子線だけだった」、すなわち外部被曝によるものだ

けだった、としてきた。  

 

 ところがこの論文はアメリカ原子力委員会やその配下の ABCC 内部から、「い

や本当にそうかどうかは見直してみる必要がある」といっていたことになる。  

 

 今日では、アメリカの兵器

級プルトニウム製造工場で働

いた多くの核労働者の深刻な

放射線障害に関する詳細なト

ーマス・マンキューソとアリ

ス・スチュアートの科学的研

究成果（後述）が一般に知ら

れているので、ABCC＝放影

研の提出した広島・長崎の原

爆生存者データ（LSS）自体

が科学的に見て怪しい、とい

うことがわかっている。  

 

しかしマンキューソらの研究が纏まった形で公になるのは１９８０年代以降

である。１９７２年という早い段階で、しかも身内から、いわば LSS に疑義が

出される報告が出ていたことは、この報告が少なくともアメリカ原子力委員会の

放射線リスク策定に何らかの影響を与えたという形跡は全くないにしろ、極めて

興味深い。  

 

１９７２年の段階で、アメリカ原子力委員会の内部で、ということはその別働

隊であるアメリカ放射線防護委員会（NCRP）やその国際版である ICRP の中に、
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従来モデルを見直そうという動きがあったのではないか？そしてその動きは結

局潰されたのではないか？という推測が生まれるのである。  

 

「T65D」策定のための一大ショー  

 

ウラン爆弾が実際に爆発したのは後にも先にも広島に投下された「リトル・ボ

ーイ」だけだ。核実験は全て長崎型のプルトニウム爆弾だった。このため長崎の

方が被曝線量を決めやすかった。広島の場合は、同じ規模のウラン爆弾を爆発さ

せることができず、線量決定の大きなネックになった。さらに大気圏核実験がや

がて中止されたため、線量の実測という点ではハンディを負うことになった。つ

まりウラン型原爆の被曝線量を決めることはそれほど困難だった、ということに

なる。  

 

 また「大気圏内、宇宙空間及び水中における核兵器実験を禁止する条約」

(Treaty Banning Nuclear Weapon Test in the Atmosphere, in outer 

Space and under Water―いわゆる部分核実験禁止条約 )にアメリカ、ソ連、

イギリスが署名・批准し発効したのは、１９６３年１０月である。それ以降この

三カ国は、大気圏内核実験は行えず、すべて地下核実験に移行していった。  

 

そのため、モーガンはいう。  

 

「広島原爆の爆発高度に近い５００メートルもあるタワーを建て、そこ

に小さな裸の原子炉を置いて作動させ、地上のさまざま地点の放射線を測

定した。こうすることで、実際の核実験のデータだけでなく、原爆が爆発

した時によく似た状態を再現した。」  

 

（これが「ブレン・タワーである。 ICHBAN

は５６年から始まっていたが、この実験が行われ

たのは６２年である。大気圏内核実験禁止条約発

効前である。前出の文書を見ると、出力は 1kw

から 10kw と極めて小型だった。出力に変動が

あるのは変動中の放射線もそれぞれ計測したか

らである。）  

 

モーガンはいう。  

 

「オークリッジでは特別な炉を作り、放

射線量は広島や長崎よりはるかに低いと

はいえ、シミュレーションもやった。これ
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らの調査結果を、原爆障害調査委員会（ABCC）がファイルしている被爆

者一人一人のカルテに当てはめていった。」   

 「当時、私の研究所のスタッフが広島、長崎を訪れ、かなりの期間被

曝線量の確定に関わった。こちらからは、部屋のどの位置ならどれだけの

線量になるとか、建物の陰ならいくらとか、広島、長崎に常に実験結果を

知らせていた。」  

 

 このモーガンの話は前述のブレン計画のプログラムの２から５の工程に相当

する。  

こうして「 ICIBAN」プロジェクトで得たデータが、ABCC、放射線影響研究

所（RERF）の被曝線量推計の基礎となる「T６５D」が生まれる。このように

「T65D」は正確にはガンマ線と中性子線からの個々の被爆者の被曝線量を決め

る線量推計体系だった。  

 

繰り返すようだが、この線量推計体系では内部被曝の決定的要因となるベータ

線やアルファ線は直接取り扱ってはいない。ガンマ線や中性子線の放出量から、

ベータ線やアルファ線の放出量の推定は可能だろう。しかし被曝量の推定をする

には、食物・飲料摂取など生活・行動情報が必要となるのでアルファ線やベータ

線の被曝線量の推定までは無理である。  

 

つまりは、「 ICHIBAN プロジェクト」は、６２年の「ブレン・タワー」計画で

そのハイライトを迎える、「T65D」をもっともらしく見せるための一大ショー

だった、というわけだ。  

 

T６５D も信頼できなかった  

 

 しかし、後になってこの T６５D も致命的な問題を含んでいることが判明す

る。モーガンは次のように説明する。  

 

 『  しかし、残念なことに私の同僚の一人が、放射線量を評価する際に間

違いを犯した。致命的な間違いは、広島、長崎の８月の湿度を計算に入れ

ることを忘れたことだ。数年前に線量評価を見直したのも、このことと関

係している。言うまでもなく広島や長崎の湿度は、砂漠地帯の乾燥したネ

バダよりはるかに高いわけだ。湿度の違いは透過力の強いガンマ線の線量

にはほとんど関係ないが、中性子の線量には大きく影響する。中性子は水

によって阻止される。だから空気中に水分を多く含んでいれば、中性子線

量は減る。（これは中性子線からの被曝線量は減る、別な言い方をすると

中性子線は減衰する、という意味）初期の計算はこの点を考慮していない

ため、過ちを犯した。』  
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 「数年前に線量評価を見直した」といっているのは明らかに、８６年に確定し

た「DS86」という線量評価体系を指している。（DS は Dosimetry System の

頭文字。Dosimetry とは線量計測のことだから、８６年の線量計測体系、とい

う意味になる）  

 

 つまり、６５年の「T65D」という線量評価体系に誤りがあって、それを正し

たのが「DS86」だ、と言っているわけだ。その誤りは、一人の研究者が、夏の

湿度の高い広島や長崎の気候のことを忘れて、中性子線の減衰を計算に入れず、

被曝線量を導き出す線量体系を作ってしまった、というのだ。  

 

 しかも「T65D」作成にあたって、「 ICHIBAN」プロジェクトという「国家プ

ロジェクト」を実施したのに、一人の研究者のミスでそれがフイになったという

のだ。  

 

 ある被曝線量をもとにしてその被爆者の障害を評価する。すると「ガンマ線を

XX シーベルト浴びたから、たとえば１０年経て白血病を発症した」という言い

方が成り立つ。するとその事例を一般化して、「ガンマ線を XX シーベルト浴び

ると１０年で白血病を発症する可能性が高い」という言い方が成り立つ。そうす

ると「ガンマ線は XX シーベルト浴びると白血病を発症するが、それ以下では科

学的な証拠がない」という言い方で、被曝上限値が決まる。この被曝上限値が今

日「基準値」とか「線量限度」とか呼ばれているシロモノだ。「公衆の被曝線量

は年間１ミリシーベルト」という言い方も基本的にはこうして生まれる。  

 

 ICRP（国際放射線防護委員会）の様々な勧告は、基本的に広島・長崎の５０

年以降の生存者の生涯調査（寿命調査＝Life Span Study－LSS）をもとにし

てその放射線リスク（人工電離放射線の人体への危険）が導出されてできあがっ

た「リスクモデル」に基づいてなされている。  

 

 もしその基礎になる線量評価体系が誤っていたら、広島・長崎の被爆者が被っ

た放射線リスクも誤る、という構造になっている。  

 

 モーガンは「T65D」では、ガンマ線の被曝線量は正しかったが、中性子線の

減衰を計算に入れていなかったので誤りがあった、と言っている。「T65D」の

推計方式に基づいて、ある人が、１０ミリシーベルトの中性子線を浴びて、１０

年後に白血病を発症して亡くなったとしよう。しかしその中性子線での被曝線量

には誤りがあり、空気中の水分にあたってすでに減衰した中性子線に被曝して白

血病になって死亡した、と訂正したとしよう。その時、減衰した後の量はもとの

量の１０分の１だったとしよう。そうすると白血病で死亡するリスクは、１０ミ

リシーベルトではなく、１ミリシーベルトだった、ということになる。  
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 つまり「広島・長崎」の原爆生存者の被曝線量体系は「電離放射線リスクモデ

ルの土台中の土台」だ。それに誤りがあればその上に築き上げているすべての理

論が一瞬にして砂上の楼閣と化す。それをモーガンは一人の研究者の誤りで発生

したというのだ。そして ICRP やアメリカ科学アカデミーや IAEA や、世界にそ

うそうたる科学者や放射線医科学者や核物理学者が誰一人それに気がつかず、

「T65D」を決定し、発表したというのだ。信じられない話である。  

 

 実際には、1 人の研究者の些細なミスで「T65D」に致命的エラーが発生した

のではない。もっと大がかりな政治的配慮が働いて「T65D」の全面的修正を迫

られたのだ。それは次回に見ることにする。  

 

（報告中のカール・ジーグラー・モーガンのコメントは、＜田城明著『核時代  昨

日・今日・明日』１９９５年、中国新聞社刊＞を引用しました）  

 


